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2018年 11月 5日 

 

ケア付き宿泊所 19年、自立援助ホーム 13年の実践における 

ふるさとの会の日常生活支援 

 

NPO法人自立支援センターふるさとの会 

常務理事 滝脇憲 

 

 ふるさとの会では 1999 年にふるさと千束館という

ケア付きの宿泊所（第二種社会福祉事業の無料低額宿

泊所）を開設し、今年で 19年になります。また、2005

年からは東京都保護課の提案に応え、社会的入院患者

等が社会復帰するための「自立援助ホーム」（法的位

置づけはないが、東京都生活保護運用事例集に記載さ

れた施設i）を運営してきました。現在はケア付きの宿

泊所と自立援助ホーム（以下「ケア付き宿泊所等」）合

わせて１２箇所、総定員２９０名、都市型軽費老人ホームと就労支援ホームiiを入れて２０

カ所、３８８名になります。この他にも、アパート等で独り暮らしをしている利用者６９７

名の支援を行っています。以上の実績に基づき、主として長期滞在型の日常生活支援住居施

設につながる論点を述べさせていただきますiii。 

 

１．生活支援の対象者 

（１）機能障害を抱える単身の生活困窮者 

ケア付き宿泊所等に入居している方々は、単身の

生活困窮者で、さまざまな「生きづらさ」を抱えてい

ます。詳しくは利用者像を見ていただきたいと思い

ますが、大部分の方々が病気や障害によって、心身の

機能に何らかの障害を抱えています。単身、困窮、高

齢要介護に加え、精神障害、認知症、がんなど「四重

苦」を抱える人も７２名います。 

 

（２）他法・他施策で受け入れられない 

このような方々は、地域で孤立し、単身では安定し

た生活が営むことが困難です。地域の中でトラブル

を抱えることも多く、ほとんどが家族の援助を受け

られません。住居を失い、なかなか保護施設にも入れ
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ず、他法・他施策でも受け入れ先がありませんでした。施設に入っても「問題行動」を起こ

し、退所を余儀なくされた方、病院に入院していて帰住先が無かった方、刑務所など刑事施

設の退所者も多くおられます。つまり、社会からも福祉からも二重の意味で受け止められな

かったということです。最近では認知症の高齢者、引きこもり、児童虐待の被害者などが増

えており、この傾向は今後も続いていくと考えられます。 

 

２．なぜ生活支援が必要か 

生活支援の現場で問題となる行為には、暴力、過量

服薬、自傷行為、１１０番通報、頻回電話、過食、排

泄の失敗、意欲の欠如、物盗られ妄想、不眠・せん妄、

徘徊等があります。これらの「問題行動」は、本人の

困り事を表現しています。支援職員（以下「職員」）

はその困り事を受け止め、その人の見ている世界を

一緒に見ることによって、心身の機能障害が生活障

害にならないような生活支援を行います。そのこと

によって、既存の制度にもつながり、地域生活が継続

できるようになります。 

 

３．生活支援の内容 

（１） 安心生活の確保に関すること 

１）基本的信頼関係の構築 

利用者の多くは、居場所を失い、孤立を経験して

きました。したがって、生活支援は「基本的信頼関

係」を構築することが基礎となります。「問題行動」

があっても、まずは相手の気持ちを受け止めます。

他者から承認され、ここが自分の居場所だという

感覚が得られるようになれば、その人の精神は安

定していきます。そのために職員は利用者をよく

知り、利用者から信頼されるキーパーソンになる

よう努めます。本人の話をよく聞き、生育歴や家族関係、入所者相互の関係、医療・看護・

介護等関係を把握し、解決すべき課題や目的を共有しながら、「ケアプラン」を作成しま

す。 

 

２）生活介助 

また、一般に家族が行っている生活介助も行います。具体的な行為としては、本人及び

同居者の安全の確保、救急搬送、入院、通院への対応、投薬、医薬品の管理（サポート）、
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傾聴（頻回電話への対応等も）、徘徊への同行、クレームへの対応、食事の管理、排せつ

のケア等があります。 

 

３）生活の互助づくり 

そして、安心生活の場の確保のために、職員は利用者同士の相互理解と共感をつくって

いきます。職員個人で支えるのではなく、同じ生活空間を共有している人たちがお互いに

支え合う関係になることを目指します。生活の中でトラブルが起きた時はミーティング

を呼びかけ、一人ひとりの課題を皆の課題にしていきます。参加者は、問題を起こさざる

を得ない人のために自分ができることを考え、自分も「支えられている」という安心と、

他の人を「支えている」という誇りが芽生えます。お互いに承認しあう関係が生まれるこ

とによって、一人ひとりが生活の主体となり、地域や施設では「トラブルメーカー」だっ

た人が、精神的に安定し、意欲的になっていくと関係者（ケースワーカー等）からも評価

されています。 

 

以上のように、生活支援の本質は「支え合い」を支

えることであり、社会で孤立してきた人が、自分の

“居場所”があるという感覚を持てるよう支援して

いきます。詳細な対人援助の手引きは『生きづらさを

支える本』などの出版物や冊子にまとめてきました

ので、ご参照いただければと思います（文献一覧参

照）。 

 

（２） 地域の社会資源につなげること 

 ケア付き宿泊所等には、訪問診療、訪問看護、ケア

マネージャー、ヘルパーなど社会サービスの関係者、

ケースワーカー、地域のボランティア、給食センタ

ー、研究者など様々な立場の人が日常的に出入りし

ています。これによって開放的な雰囲気が生まれ、い

じめや虐待が起こらない仕組みにもなっています。

また、地域住民や有識者等で構成される苦情解決第

三者委員会を年 4 回開催し、利用者との懇談会も行

っています。このように地域の社会資源につなげ、地域包括ケアシステムの中で支える体制

をつくることも、生活支援の役割です。 

 

１）コーディネート・カンファレンス 

社会サービスを活用するために、職員は導入の支援を行います。そして、利用者の立場

著者・的場由木保健師が厚生労働省
「生活保護担当ケースワーカー全国
研修会」の講師を務める。

（2014～2016年）

長年の経験が「対人援助の実践的手引き」に
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にたって、一人ひとりに合ったサービスをコーディネートし、サービス提供者と情報共有

や支援方針の統一を行っていきます。 

生活が変化する時（退院時や看取りの時など）や、ケアの方針に齟齬や混乱が生じた時

などは、ケースワーカー、ケアマネ、医療機関など関係者に呼びかけ、カンファレンスを

開催します。職員、特にケア付き宿泊所等の施設長は本人の生活全般を把握し、基本的信

頼関係を構築しているので、関係機関との調整の中心的な役割を担うこともできます。カ

ンファレンスの方針を職員間で共有するために、「トータルプラン」という様式にまとめ

ます。 

 

２）地域の互助づくり 

利用者は、利用者同士の生活の互助にとどまらず、地域の行事に参加し、地域清掃やお祭

り、火の用心など、地域の中で役割を持ちながら暮らしています。高齢者を支える仕事（生

活支援）に従事することも、広い意味で地域を支える

役割です。また、後述の交流拠点等を媒介に、医療や

介護など社会サービスも地域の互助の一員となり、

個別サービスを越えたつながりが生まれています。

山谷地域では地域の関係機関・団体とともに 2007年

から「地域ケア連携をすすめる会」を運営し、フォー

マルとインフォーマルのネットワークづくりを協働

で行ってきました。 

 

４．支援体制 

（１）人員 

ケア付き宿泊所等では施設長の業務が中心となり

ます。また、施設長の業務をサポートするために、24

時間体制で職員が常駐し、問題が起きたときなどは、

各地域のサポートセンターが緊急で応援する体制を

24時間とっています。 

 

（２）育成 

育成のシステムとして、寄りそい支援検定・研修事業があります（NPO法人すまい・ま

ちづくり支援機構に委託）。施設長は２級検定を修了し、上記の支援が適切に行われる質を

確保しています。また、配属後も現場で孤立しないよう、サポートセンター全体で日々の支

援記録などの情報を共有し、フォローアップしていきます。さらに対人援助の顧問や医療顧

問とともに、事例検討会やサポートセンターごとの対人援助勉強会を開催しています。 
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（３） 行政の関与 

この育成システムは平成 28 年度より東京都が関与

し、他の地域・団体についても生活支援の人材育成が

行えるよう、「地域居住支援モデル事業」の検討委員会

で研修指針を取りまとめました（岡田太造委員長）。

2017 年度からは、居住支援団体や社会的不動産事業

者、日常生活支援住居施設の運営を計画する団体と合

同で、検定・研修を継続しています。 

 

５．設備 

 自立援助ホームは、無料低額宿泊所が相部屋中心の

時代において、いち早く個室の居住環境を提供してき

ました。開設時には東京都の宿泊所設置運営指導指針

を参照し、同等以上の基準で設置運営してきました。 

 

６．生活支援の効果（メリット） 

（１） 利用者にとって 

利用者は生活の互助と地域の互助の中で、「問題行動」が緩和されると、長期に在宅生活

を継続することができます。また、心身が安定することにより、生活支援の仕事に従事する

など、働けるようになる人も多くいます（2018年 9月

現在、ふるさとの会の「ケア付き就労」に被保護者等

利用者 106 名が従事しており、2017 年度の年間賃金

は 7,750 万円に達しました）。日常生活支援住居施設

はケア付き就労の雇用の場としての役割も担ってい

ます。ケア付き就労には中高齢者だけでなく、軽度の

知的障害や発達障害、引きこもりの経験がある人など

が従事していますが、こうした利用者（職員）がアパ

ートに行くまでの一定期間（平均約 11 か月）生活を整えるのが「就労支援ホーム」です。 

 

（２） 公的制度にとって 

 安心生活を確保することによって、不必要な入院や受診を防ぎ、投薬等の重複をなくし、

適切なサービスの確保につながります。生活支援は公的制度の適正な運用にとっても効果

が期待されます。 

 

（３） 地域の人々にとって 

ケア付き宿泊所は、福祉事務所以外の公的機関、病院、議員から依頼を受けることもあり
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ます。「８０５０」の「５０」や「ひきこもり」の若者など新しいニーズにも対応し、就労

支援も行っています。 

生活支援を通じて培ったノウハウは、地域の支え合いを促進することにも活用していま

す。ふるさとの会では、地域の交流拠点として、1995 年から共同リビングを運営してきま

した。交流拠点には、居場所、相談窓口、社会資源の交流という機能があります。交流拠点

からアウトリーチを行い、ひとり暮らしの生活保護受給者、生活困窮者の孤立を防ぐ取組を

継続しています。医療・介護など社会サービス、行政や警察、民生員や保護司とも連携し、

必要な場合は制度のサービスにつなげます。ケア付き宿泊所等もまた、この相談窓口の社会

資源として、地域の課題解決に貢献し、地域に支えられながら地域を支える事業になってい

ます。 

 

７．事業の特質 

（１） 空き家の活用・地域の活性化 

ケア付き宿泊所等は、既存の資源を活用し、公的な

補助金を受けず、民間資金だけで生活支援の体制を

構築してきました。使用する物件は空き家を借り上

げ、必要な修繕を施したものです。低所得高齢者の現

状を見ると、都内に住むところがなく、他県の有料老

人ホームやサ高住に居場所を求める人が多くいま

す。一方で、地域には空き家を抱えて困っている家主

も多くいます。ケア付き宿泊所等の事業継続が担保され、生活支援が付けば、家主はトラブ

ルから解放され、安心して物件を提供し、低所得の高齢者も地域に根付いた生活ができるよ

うになり、介護移住と空き家の増大という地域の矛盾が解消します。 

地域で居住する人が増えれば、地元の消費が拡大し、社会サービスの諸費用など地域経済

への波及効果もあります。地域に雇用も生まれ、生活支援に従事する人が増えていきます。

たとえば、自宅にお住いの「元ひきこもり」の方の就労の場にもなってきました。 

 

（２） 運営経費 

参考に、自立援助ホーム晃荘の利用者一人当たり収

支構造を示します。特に注目していただきたいのは、

利用者 18人に対し、現場に職員を配置する人件費が

44,700 円（32％）かかっていることです。また、事

務管理費の 13,356円（9.5％）は事務局経費の他、サ

ポートセンターによる支援体制、研修費用、初期費用

の回収、新規事業の投資資金などが含まれます。この

ような体制によって、生きづらさを抱える人の在宅生

 

ふるさと晃荘（自立援助ホーム）

所在地 ：墨田区八広１丁目
定員 ：１８名（男性、全室個室５㎡以上）
管理体制 ：生活支援員24時間365日配置

＜利用料＞139,800円/月
[家賃69,800円、家政共益費（食費・管理費・
消耗品費・水道光熱費）70,000円]

2005年から東京都の提案で運営を始めた「自立援助ホーム」を、墨田区八広で開設しまし
た。アパートの建て替え需要に合わせて、高齢者向けに設計していただきました。「たまゆ
ら」の火災」で被災した方などを受け入れ、２４時間体制で生活支援を行っています。要介
護の方、障害のある方には在宅医療や訪問介護のサービスをコーディネートし、日常生活や
社会生活の自立を支援します。

自立援助ホーム：「社会的入院患者等が社会復帰の訓練等を行うための民間の施設」
（東京都生活保護運用事例集2006）  
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活が可能になっているのです。最低賃金をボトムとし

た賃金水準も年々上昇しており、諸制度に対応するコ

ストを考慮すると、日常生活支援を継続するために

は、今の利用料 139,800円に上乗せが必要です。 

 

（３） 低コストの地域包括ケアシステム 

ケア付き宿泊所等が継続できる仕組みをつくれば、

膨大な公費で施設整備をしなくても、低コストで効果

のある地域包括ケアシステムの社会資源をつくるこ

とにつながります。これまで大都市の東京 23 区では

物件のハード面や居室面積の壁にぶつかってきまし

たが、生活支援の提供にかかるコストに対応する制度

ができれば、市部なら 10㎡以上の個室も可能になり

ます。 

 

（４）制度化による排除のリスク 

以上の取組を積み重ねて、ケア付き宿泊所等は、家族やお金がなくても地域で孤立せず最

期まで暮らせることを証明してきました。「たまゆら火災」で焼け出された認知症のＡさん

は、10年近くたった今も自立援助ホームで暮らしています。公園の草むしりの役割を持ち、

地域の人々ともたくさんの交流が生まれました。長年の貢献が認められ、地元の区長から表

彰もされました。 

Ａさんのような利用者が、この制度化によって居場所を奪われることを危惧しています。

前述のように、ふるさとの会は、公的支援なしで、大都市において 3畳個室を確保してきま

した。にもかかわらず、後からできたガイドラインの面積基準に 0.1㎡足りないだけで、「劣

悪施設」の扱いを受けようとしています。今後設置する施設については新基準に合わせてつ

くれますが、既存はそうもいかず、「たまゆら」以降も都外施設への流出がますます増えて

いる現状において、制度化が地域からの排除を促進することになりかねません。 

 

（５）福祉事務所の視点 

これまでの意見交換においては、少なくとも今のキャパシティを維持しないと、ますます

他県遠方の施設を頼ることになるとも聞いています。福祉事務所の側でも施設ごとに日常

生活支援の質や体制は把握しており、劣悪かどうかは区市の単位で「地域の実情」を見なが

ら判断するべき要素もあるはずです。 

 

以上の論点を考慮していただき、本制度の核心である日常生活支援が継続できるような

仕組みの構築に向けて議論していきたいと考えます。 

支出内訳

収益9% 3,626

自立援助ホーム　ふるさと晃荘（墨田区八広）　一人当たり単価シミュレーション

給食センター外注

食材購入費67％
20,770

家賃・人件費24％
7,704

収入内訳

㈱外注 人件費

生活扶助費
（自己負担分）

70,000

住宅扶助費
69,800

賃借料（マスターリース）21％
30,398

賃料：27,777
更新料：2,170
保険料：451

事業費（人件費）32％
44,700

常勤：19,600
非常勤：25,100

24時間1名体制（18:1)

清掃・配膳費4％　5,000

生活費①（一類）
給食費23％

32,100

生活費②（二類）
水光熱費7%

10,091

生活費③（消耗品・リース代等）2.9% 4,155

共同居住

利用料総額
139,800

事務管理費9,5％　13,356
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